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Ⅰ はじめに 

近年、家庭や地域社会における子供の社会性を育成する機能の低下が中長期的に継

続することが見込まれています。そこで、少子化に対応した魅力ある学校づくりが求

められています。 

義務教育は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、社会において自立的に生きる基礎、国

家・社会の形成者として基本的な資質を養うことを目的として行われます。そのため

学校では、児童生徒一人一人の思いや願いを受け止め、個に応じた指導をとおして基

礎的基本的な知識・技能を習得させなければなりません。 

また、昨今の子供たちの行動傾向をふまえ、児童生徒が集団の中で多様な考えに触

れ、学び合い、関わり合い、協力し合いながら切磋琢磨し、思考力、判断力、表現力

等の能力を育むとともに、学びに向かう意欲や態度を育成することも強く求められて

います。  

更に、学校の役割として、児童生徒が様々な行事や体験活動をとおして、集団の中

で社会性や規範意識を身につけていくことも欠くことはできません。 

小・中学校においてこのような教育の充実を図るためには、一定規模の児童生徒集

団が確保されていること、経験年数、性別、専門性等のバランスの取れた教職員組織

が編成されていることが望ましいと考えます。 

本市においては、児童生徒数が減少している一方で、２８学級を超える学校も存在

しています。教育委員会は、義務教育の機会均等や教育水準の維持・向上の観点を踏

まえ、学校規模の適正化や学校の小規模化に伴う諸問題への対応は喫緊の課題である

と捉えています。同時に、東松山市の未来を担う子供たちの教育環境の望ましい姿を、

将来に渡って継続的に検討し実現していくことが、教育委員会としての責務であると

考えています。 

教育委員会は、「子供たちにとって望ましい学習環境」という教育的な視点から、東

松山市の子供たちが夢と希望をもつことのできる学びの環境を確保するため、「東松

山市立小・中学校適正規模に関する基本的な方針」を策定いたしました。今後、本方

針を基本的な考えとして、東松山市立小・中学校の適正規模を定め、将来における適

正配置を進め、学校教育の充実を図ってまいります。なお、本基本方針は国の施策、

教育制度の改正、社会情勢の変化等が生じた場合、必要に応じ内容の見直しを行うも

のとします。 

結びに、この方針の策定にあたり、貴重な御意見、御提言をいただきました市民の

皆様、東松山市立小・中学校適正規模審議会委員をはじめとする関係機関の方々に、

深く感謝申し上げます。 

 

令 和 ３ 年 ２ 月  

東松山市教育委員会 
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Ⅱ 次代を担う子供たちに求められる学び 

１ 国の動向 

（１）これからの学びの姿 

①「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引きの策定」 

平成２７年１月、国は「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引

き」を策定した。これは、中央教育審議会等での検討、文部科学省における全国的な

実態調査から得られた具体的な取組の状況等から、各市町村が学校統合の適否やその

進め方、小規模校を存置する場合の充実策等について検討する際の基本的な方向性や

考慮すべき要素、留意点等を取りまとめたものである。 

②新しい時代の学び 

 令和元年６月文部科学省は、「新時代の学びを支える先端技術を効果的に活用した

学びの在り方 ～新時代に求められる教育～ 」を示した。 

 これは「誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学び」を実現すべく、

新時代に求められる教育の在り方や、教育現場で ICT 環境を基盤とした先端技術や教

育ビッグデータを活用する意義と課題について整理したものである。 

この中では、Society5.0 時代の到来に向け、新しい時代に求められる能力として、

「ア.飛躍的な知の発見・創造等新たな能力を牽引する能力」「イ.読解力、計算力や数

学的思考力等の基礎的な学力」が示されている。 

更に、そのような能力を育成するための学校や教師の役割として、「ア.各教科の本

質的理解を通じた基盤となる資質・能力の育成」「イ.協働学習・学び合いによる課題

解決・価値創造」「ウ.日本人としての社会性・文化的価値観の醸成」が示されている。 

 

（２）学習指導要領の改訂 

学習指導要領は、全国どの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられる

ようにするため、学校教育法等に基づき、各学校で教育課程（カリキュラム）を編成

する際の基準として、文部科学省が定めるものである。社会の変化が激しく、未来の

予測が困難な時代の中で、社会の変化を見据え、子供たちがこれからの時代を生き抜

くために必要な資質・能力を育成するために、概ね１０年ごとに改訂される。 

これからの教育の目指す方向性は、児童生徒一人一人が、自分のよさや可能性を認

識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働し

ながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り

手となることができる児童生徒を育成することである。その実現を目指して、平成２

９年３月小学校及び中学校の学習指導要領（以下「新学習指導要領」）が改訂された。 

 

 

 



 

- 5 - 

２ 東松山市の動向 

（１）第五次東松山市総合計画後期基本計画 

本市においては、平成２８年４月に「第五次東松山市総合計画」を策定した。策定

の背景となる「東松山市の課題」分析では、本市の強みを生かしながら新たなまちづ

くりを進めるための課題として、「安心して子どもを育てられるまちを構築すること」

「教育機会の確保や教育水準の維持向上等教育を一層充実させること」等を挙げてい

る。 

そして、将来像を実現するための６つの「まちづくりの柱」の第１に「子どもたち

が健やかに成長する 学びのまち」を掲げ、「小・中学校における教育の充実を図ると

ともに、子どもたちが地域の中で健やかに成長する環境を整えることで、元気な子ど

もが育つ学びのまちを目指します」としている。 

 

（２）第２期東松山市教育大綱・第２期東松山市教育振興基本計画 

東松山市教育大綱では、東松山市の教育の基本理念として「人と地域がつながり、

豊かな自然がはぐくむ“学びのまち”東松山」を掲げ、その実現に向けて東松山市教

育振興基本計画を策定した。 

近年、ライフスタイルや価値観が多様化している。また、子供の貧困や虐待の問題

等の新たな問題も顕在化し、いじめや不登校等の課題との因果関係が指摘される。更

に、外国籍児童の増加や SNS に起因するトラブルの増加等、子供たちを取り巻く環境

は複雑化している。これらの状況を鑑み、東松山市教育振興基本計画では、「東松山市

の目指す教育の姿」として教育大綱に定める理念を掲げ、東松山市の未来を担う子供

たちが、自らの力で、また他者との関係を深めながら人生を切り拓き、幸福な生涯を

実現していくために、教育の果たすべき使命は極めて重要としている。 
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３ 東松山市の小・中学校 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

併設施設の状況

1 松山第一小学校 東松山市松葉町１－１－１６ 6,226 H01/08 384 5 12 2

2 松山第二小学校 　　　　　　大字東平５１９－１ 6,567 S53/12 319 6 11 3
3 新明小学校 　　　　　　御茶山町７－１ 8,508 H18/07 451 15 14 4
4 大岡小学校 　　　　　　大字大谷３６９９ 4,038 S53/11 81 4 6 2
5 唐子小学校 　　　　　　大字新郷６４２ 5,498 S52/03 349 12 13 3
6 高坂小学校 　　　　　　大字高坂１１７９ 8,080 H22/07 785 10 24 3
7 野本小学校 　　　　　　大字下野本６５０－２ 5,031 S43/12 329 11 12 4 きらめきクラブのもと
8 市の川小学校 　　　　　　大字市ノ川３０ 6,379 S51/01 505 7 17 2
9 青鳥小学校 　　　　　　大字石橋１１５０－１ 6,724 S57/03 431 10 14 2
10 新宿小学校 　　　　　　新宿町１４ 6,174 S58/03 388 10 12 3
11 桜山小学校 　　　　　　桜山台５ 5,892 S59/03 313 8 12 2 きらめきクラブさくらやま

69,117 4,335 98 147 30

1 松山中学校 東松山市松葉町２－６－１１ 7,843 S47/03 461 8 12 4

2 南中学校 　　　　　　大字石橋３３０ 9,010 H13/06 590 17 17 3
3 東中学校 　　　　　　六反町４ 8,194 S53/03 488 13 14 4
4 北中学校 　　　　　　大字松山１８９５－２ 7,749 S58/03 356 15 10 3
5 白山中学校 　　　　　　白山台１７ 6,741 S60/03 185 1 6 1

39,537 2,080 54 59 15

108,654 6,415 152 206 45

※建築年月は、教室棟・特別教室棟で最も古い建物の建築年月を採用

※延床面積には、併設施設の面積を含む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小
学
校

中
学
校

小学校　計

小・中学校　合計

中学校　計

（令和２年５月1日時点）　図表　施設一覧

通常
学級

特別
支援

学級数（学級）

放課後
児童クラブ

延床面積
（㎡）

名称 住所
建築
年月

通常学級
在籍者数

特別
支援

児童生徒数（人）
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Ⅲ 東松山市立小・中学校の現状 

１ 児童生徒数と学級数の推移 

 児童生徒数が最も多かったのは、昭和６１年度、１０，７８１人で、その後、しば

らく横ばいが続いた。平成５年度の１０，７４２人以降、減少に転じ、令和２年度は

６，５６７人となっている。 

 学級数が最も多かったのは、平成５、６年度で、両年度とも小中学校全体で３３３

学級であった。児童生徒数の最大の年度と学級数の最大の年度が異なっているのは、

法令改正に伴い学級編制上の人数が異なっていることによる。 

 令和２年度の学級数は２５１学級である。 

 

２ 児童生徒数と学級数の将来推計 

 人口減少と少子化の流れは、今後も進展する傾向にある。 

 住民基本台帳をもとにした推計では、令和８年度の児童生徒数は、６，２６５人ま

で減少し、直近で最も人数が多かった平成５年度の約６割になることが予測されてい

る。小学校では、令和２年度比で、３４８人減少し７．８％減となる。中学校では、

令和５年度をピークに減少に転じることが予想される。  

将来推計としては、市街地整備等の影響から、児童生徒数が増加する地域があるが、

一過性のものと考えられる。東松山市全体としては、今後は、なだらかな減少がさら

に続き、少子化が進むことが予測される。 

（１）児童数と学級数の推移 
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込まれる地域の学校については、本推計の人数より多くなる可能性もあるが、加味をしての推計は極め

て困難なため、令和２年５月１日時点で住民票が本市にある者のみの資料としている。 
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（４）学校別児童生徒数と学級数の将来推計 

本市の小学校、及び中学校の学校別児童生徒数、及び学級数は次のとおりである。 

 

≪小学校≫ 令和２年５月１日現在 住民基本台帳に基づいて算出 
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        ※複式学級：２つの学年を１学級として１人の教師が受けもつ 
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 ※将来推計数：令和３年度以降に入学する児童数には、特認校制度利用者数を含めていない。 

 

≪中学校≫ 令和２年５月１日現在 住民基本台帳に基づいて算出 
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※将来推計数：令和３年度以降に入学する生徒数には、特認校制度利用者数を含めていない。 
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３ 学校の小規模化・大規模化に伴う課題 

（１）小規模校のメリット・デメリット 

メリット 

学

習 

・

生

活

に

つ

い

て 

・児童生徒一人一人に目が届きやすく、丁寧な学習指導ができる。きめ細かい

教育を行うことができる。 

・学校行事や部活動において、児童生徒一人一人に活動の場があり、かつ活動

の時間が十分に確保できる。 

・校外学習や外での活動時に、児童生徒の安全面での管理が行き届く。団体行

動が行いやすい。 

・異学年間の縦の交流が生まれやすく、学年を超えた人間関係ができる。 

・体育館、プール、特別教室等を利用する授業の割り当てや集団活動の調整が

しやすい。 

そ

の

他 

 

 

・教室空間に余裕が生まれ、災害発生時や緊急避難時に混雑が生じにくくなる。 

・部活動において、運動場や体育館、特別教室等が余裕をもって使うことがで

き、活動しやすい。（中学校） 

・全教職員の意思疎通が図りやすく、相互の十分な連携が可能になりやすい。 

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 

デメリット 

学

習 

・

生

活

に

つ

い

て 

・集団の中で、多様な考え方に触れる機会や学び合いの機会が少なくなる。 

・運動会や音楽会等の行事での集団活動、球技や合唱・合奏の授業等の集団学

習において、実施する上での人数が少ないがゆえに制約が生じる。 

・グループ学習や習熟度別学習、小学校の専科教員（音楽・理科等）による指

導等、多様な学習・指導形態をとりにくいことによって、授業を展開する上

での制約が生じる。 

・クラス替えが困難なことから、人間関係や相互の評価等が固定化しやすい。 

・クラス間の競い合いによって高めあう機会が少なくなり、運動会や音楽会等

の行事の実施において制約が生じる。 

・配置する教員数が限られ、各教科の免許をもつ教員を配置しにくい。（中学校） 

そ

の

他 

 

 

・集団内の男女比に偏りが生じやすい。 

・部活動の設置が限定され、選択の幅が狭まりやすい。（中学校） 

・一人の教員が、複数学年の授業の準備を行う、また多数の校務分掌が集中し 

やすい等、教員の負担が大きくなる。（中学校） 

・教員の出張、研修等の調整が難しいことがある。 

・PTA 活動等における保護者一人あたりの負担が大きくなりやすい。 
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（２）大規模校のメリット・デメリット 

メリット 

学

習 

・

生

活

に

つ

い

て 

・児童生徒が集団の中で、相互に刺激し合い、高め合う機会が増える。 

・児童生徒が学び合いをとおして、多様な考えを引き出すことができる。 

・児童生徒が多様な考え方に触れ、協調性を養うとともに、一人一人の資質や

能力を伸ばしやすくなる。 

・運動会等の学校行事や音楽活動等の集団活動に活気が生まれる。 

・クラス替えにより、豊かな人間関係の構築や、多様な集団の形成を図ること

ができる。 

・社会性や協調性、たくましさ等を育みやすくなる。 

 

そ

の

他 

 

 

・児童生徒の教育活動全般において、選択の機会が増加し活躍の場を与えるこ

とができる。 

・学校全体で組織的な指導体制が組みやすくなり、多様な指導形態で指導が工 

夫できる。 

・部活動の種類が増え、選択の幅が広がる。（中学校） 

デメリット 

学

習 

・

生

活

に

つ

い

て 

・理科室や音楽室、体育館等の使用に制約が生まれ、時間割編成に支障をきた

す場合がある。 

・宿泊学習、校外行事等において、人数が多いことで児童生徒一人一人の行動

の選択幅や活動時間が制限され、活動内容に制約が生じる。 

・授業、学校行事、部活動等で一度に活動する人数が多いことにより、一人一

人の活躍の場や機会が少なくなる、あるいは活躍できなくなる場合がある。 

・同学年の結びつきが強くなり、異学年との交流や縦割りの活動がしにくくな

る。 

・児童生徒一人一人の個別の状況を把握しにくく、きめ細かい指導が難しくな

るため、生徒指導上の課題や問題行動が発生しやすくなる場合がある。 

そ

の

他 

・災害発生等による緊急避難時に混雑が生じやすい。 

・部活動において、運動場や体育館、特別教室等の利用の割当てや調整が行い

にくい。（中学校） 
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Ⅳ 望ましい学びの環境 

１ 急速な社会の変化への対応 

子供たちを取り巻く環境は急速な変化を続けている。１９９０年頃インターネット

が普及し始め、それから３０年余り、今ではスマートフォンはほとんどの人が手にし、

いつでもどこでも世界中の膨大な情報を瞬時に得ることができるようになった。今後、

AI の急速な進化により私たちの生活はさらに大きく変化していくことが予想される。 

このような時代に、教育に課せられた使命は、先行き不透明な時代をたくましく、

そして、心豊かに生きていける能力を育てていくことである。そのためには、学校教

育の中で、子供たちが勇気をもって未知の世界へ一歩を踏み出せるような力を育てて

いく必要がある。 

本市では、今後目指すべき教育の指針として、第２期教育振興基本計画に「生きる

力」の育成を掲げている。これは、「社会の変化に主体的にかかわり、自らの力で学

び、考え、行動し、また多様な人々との関係を深めながら新たな価値を創造し、人生

や社会を切り拓くことができる人材」を育成することである。 

児童生徒への教育内容や教育方法は、時代の要請や社会のニーズに応じて変化する。

今後、その変化はより加速していくであろう。技術が進歩したことで、人間ができる

ようになったことは多くある。また、人間の労力が不要になったことも多い。それは

今後も継続するであろう。しかし、如何に内容や方法が変化しても、教育において欠

くことのできないものは「人」の存在である。教育の基本として、ものの感じ方や感

性は、人とかかわらなければ育たない部分である。「人」に学ぶ、「人」と共に学ぶこ

とは、万世不易のものである。変化の激しい時代だからこそ、改めて「教育は人なり」

の格言が強い意味をもつ。 

 

２ 求められる資質・能力と学びの姿 

新しい学習指導要領ではバランスよく育むべき資質・能力に関して、次の 3点を示

している。 

①実際の社会や生活で生きて働く「知識及び技能」の習得 

②未知の状況にも対応できる「思考力・判断力・表現力等」の育成 

③学んだことを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・人間性等」の涵養 

これらの資質・能力を育むために、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業

改善が求められる。 

・「主体的な学び」とは、学ぶことに興味や関心をもち、自分の進路や職業等の方向

性と関連付けながら、見通しをもって粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り

返って次につなげることができる学び。 

・「対話的な学び」とは、子供同士が目標を共有し力を合わせて活動したり、教師や

地域の人との対話や先人の優れた考え方を手掛かりに考えたり、自分の考えを広
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げ深めるような学び。 

・「深い学び」とは、各教科等で、その教科等なりの「見方・考え方」を学ぶだけで

なく、様々な教科等で学んだ見方・考え方を相互に関連付け、自分なりに問題を

見出して解答を導き出せるような学び。 

学校は、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を通して、創意工夫

した特色ある教育活動を展開しなければならない。その中で、児童生徒が主体的に学

習に取り組む態度を養い、個性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実を図る

こと等により、生きる力を育むことが大切である。 

特に、「対話的な学び」を実現するには、自分で考えたことを他者と意見交換し議論

する活動を授業に積極的に取り入れることが必要である。 

 

３ 本市が目指す学校教育と教育環境 

（１）本市が目指す学校教育 

第２期東松山市教育振興基本計画では、「東松山市の目指す教育の姿」として、「人

と地域がつながり 豊かな自然がはぐくむ‟学びのまち”東松山」を掲げ、東松山市の

未来を担う子供たちが、自らの力で、また他者との関係を深めながら人生を切り拓き、

幸福な生涯を実現するための教育を推進することを示している。 

具体的には、基本目標Ⅰに「学校教育の充実」を掲げ、７つの施策（１ 確かな学力

の確立 ２ 社会性・国際性が身に付く教育の実践 ３ 豊かな心と健やかな体の育成 

４ 人権を尊重した教育・幼児教育・特別支援教育の推進 ５ 教員の資質・能力の向

上 ６ 相談体制の充実 ７ 小・中学校９年間を一貫した教育の推進）に取り組み、

児童生徒の「生きる力」を育成することを目指している。 

 

（２）子供たちが生きる力を育むための望ましい教育環境 

国が示す教育の方向性や求められる児童生徒像を踏まえ、東松山市の次代を担う人

材を育成し、学校教育の目標である児童生徒の資質能力をより効果的に育成するため

には、次に示す環境が望ましいと考える。 

①子供たち一人一人の意欲や向上心が高められる環境 

・受動的な学びを、自ら学ぼうとする主体的な学びに変えることにより、児童生徒の

意欲や向上心が高まる。授業、学校行事、部活動等、日々の教育活動において、幅

広い活動に児童生徒が興味をもって取り組むことができる場が充実することで、魅

力ある教育活動が生まれ、児童生徒一人一人の意欲や向上心の高まりが期待できる。 

・学校では、主体的・対話的で深い学びを具現化するため、個別学習やペア学習、グ

ループ学習等、学習形態を工夫している。また、繰り返し学習、学習内容の習熟の

程度に応じた学習、児童生徒の興味・関心等に応じた課題学習、補充的な学習や発

展的な学習等、児童生徒の実態に応じた学習方法の工夫を行っている。更に、複数

教員による個に応じた指導（ティーム・ティーチング）や少人数学級による指導等、
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一人一人へのきめ細かな指導や支援ができるような環境が大切である。 

 

②友達と共に学び合い、支え合い、認め合える環境 

・学校は児童生徒の社会性を育む場であり、児童生徒一人一人が自他の価値に気付き、

互いに認め合える土壌が不可欠である。自分の思いを適切に相手に伝え、相手の考

えを正しく理解することは、新たな自分の可能性に気づき、自分の魅力を再発見し、

自信をもつことにつながる。また、学習の場において一人一人が多様な考え方に触

れる中で、自分と友達の考えを比べる、自分の考えを友達に説明する等の活動をと

おして、より深く考える機会を得ることになる。 

・学校では、教育活動全体をとおして児童生徒間のより良い人間関係の構築や、一人

一人が自ら主体的に判断し行動できる場をつくっている。子供たちは多くの成功体

験と充実感を味わい、時には失敗体験と挫折を経験しながら、日々成長している。

子供たちにとっては、自己や他者の新たな面の発見と、協働による新たな関係の創

出等を背景に、柔軟な思考を働かせるような経験を数多く積み重ねていくことが大

切である。そのためには、クラス替えや学習方法等の工夫により、児童生徒が新た

な人間関係を構築する力や適応力を身に付けることができる機会をつくり、社会性

が育まれるような環境を整えていく必要がある。 

・物事を自らの力で解決することの大切さとともに、友達の力を借りて物事を成し遂

げる協働の学びの視点は創造の源である。友達と学び合う環境は、児童生徒一人一

人の社会性を育みコミュケーション能力を高めることにつながる。 

 

③指導体制が充実している環境 

・学校は組織体である。教師一人一人が資質や指導力の向上を図りながら学校全体の

教育力を高めることは、児童生徒、保護者、地域住民から信頼される学校づくりに

つながる。児童生徒を取り巻く新たな課題への対応には、教職員全体が一体となっ

て向かうことが必要である。近年、ベテラン教員の大量退職と若手教員の増加に伴

う学校の教育力の低下が、解決すべき喫緊の課題となっている。解決には教員が自

己研修に努めることができるとともに、教員同士が研鑽し合える環境が必要である。

教員同士が切磋琢磨し、学び合える環境は、教員の資質・能力・指導力を向上させ、

学校教育全体の教育力を高めることになるからである。 

・児童生徒の一人一人に多くの教員がかかわることは、学習指導や生徒指導の充実に

つながる。より多くの目で児童生徒を見守り、児童生徒の思いや願いを十分に把握

することで、一人一人のニーズに合った学びの環境を提供することができる。結果

として、子供の個性や可能性をさらに伸ばすことができる環境となる。 

・中学校で専門性の高い教員を教科ごとに配置することは、魅力的な質の高い授業を

実現する。そのためには、一定の教員数を確保しなければならない。 
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（３）アンケート結果に見る望ましい教育環境 

東松山市立小・中学校適正規模審議会による「子ども達にとって望ましい学習環境

を考えるアンケート」（令和元年１０月実施）において、次の回答があった。  

【小学校】 

①「小学校の学級数の最も望ましいと考える学級数」の問いに対して、回答者の 

約７５％が、１学年あたり２学級あるいは３学級と回答している。 

 ②選んだ理由として、「クラス替えにより人間関係に変化をもたせることができ、

友達がたくさんできる」、「児童間の人間関係が深まりやすく、他の学年との交流

が生まれやすい」、「社会性や協調性を身に付けることができる」の回答で、約 

６５％を占めた。 

【中学校】 

①「中学校の学級数の最も望ましいと考える学級数」の問いに対して、回答者の 

約７５％が、１学年あたり４～６学級と回答している。 

 ②選んだ理由として、「クラス替えにより人間関係に変化をもたせることができ、

友達がたくさんできる」「体育祭や文化祭等の学校行事が盛り上がる」「社会性や

協調性を身に付けることができる」の回答で、約６０％を占めた。 

 

 本市で考える「子供たちにとって望ましい学習環境」は、アンケート結果に示す「期

待する学習環境」と同一線上にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 23 - 

Ⅴ 学校適正規模の基本的な考え方と法令上の規定・指針 

１ 学校適正規模の基本的な考え方 

（１）学校規模の重要性 

 学校は、児童生徒に確かな学力と社会性を身に付けさせる役割を担う。児童生徒は

集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合いながら切磋琢磨することで、

思考力・判断力・表現力等を育み、社会性や規範意識を身に付け、更に自らの存在意

義を自覚することができる。その基盤となる学校には、一定の規模の児童生徒の集団

が確保されていなければならない。 

 また、教員が協働しチームとなって児童生徒の指導にあたり、特に中学校では専門

の教員が指導することが大切である。そのためには、教員の経験年数、専門性、男女

比等、学校全体がバランスのとれた教職員で組織されていることが望ましい。 

 そのためにも、学校が一定の規模を維持することが、不可欠であると考える。 

 

（２）魅力ある学校づくりの必要性 

 魅力ある学校は、主役である児童生徒が安心して生活できる環境の中で、自ら主体

的に学ぶことができる場である。そこでは、多くの仲間と喜怒哀楽を共有し切磋琢磨

しながら学力を身に付けることができる。そして、児童生徒一人一人が教員や友達か

ら認められ期待される中で、誰かの役に立っている、誰かに喜んでもらえた等の体験

を積み重ね、集団の一員としての自覚や誇りをもつことができる学校こそが魅力ある

学校である。 

学校では、世代、性別、経験等が異なる教員が連携し、児童生徒の実態を適切に把

握し、保護者や地域の願いを強く受け止めるとともに、創意工夫により特色ある教育

活動を行うことが大切である。新たな課題に対しては、学校や子供を取り巻く人的環

境が連携して解決を図っていく必要がある。本市の全ての小中学校で実施している学

校運営協議会制度はその一翼を担っている。 

現在、学校は魅力ある学校づくりを進める上で、保護者・地域住民と連携しながら、

教育活動を進めている。しかしながら、今後、学校規模（児童生徒数）が縮小すれば、

学校が行う教育課程上の工夫にも限界が生じ、また、保護者や地域住民によるサポー

トにおいて、これまで以上に負担を強いるような事態も想定される。学校適正規模の

実現により、速やかに解決策を講じる必要がある重要な課題の一つであると考える。 

 

（３）集団により育まれる能力 

 全国学力・学習状況調査は、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、

全国的に児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、

その改善を図るため、小学校６年、及び中学校３年生を対象に実施している。 

 この調査では、教科に関するものほかに、学習意欲、学習方法、学習環境、生活の



 

- 24 - 

諸側面等に関する質問も行われている。 

 グラフ１は、質問紙調査「先生は、あなたのよいところを認めてくれていると思い

ますか」の質問に対し、「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」と回答した児

童生徒の割合を示している。 

 本市と全国の児童生徒の状況を比較すると、小６・中３のどちらも本市の児童生徒

は、全国の児童生徒の数値を上回っている。ここからは、本市の子供たちは学校生活

の中で先生から認められることが多いと感じていることが分かる。 

グラフ２は、質問紙調査「自分には、よいところがあると思いますか」の質問に対

し、「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合を示し

ている。 

本市と全国の児童生徒の状況を比較すると、小６・中３のどちらも本市の児童生徒
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は、全国の児童生徒の数値を下回っている。 

２つの調査結果から分かることは、児童生徒は学校生活では、先生から認められる

（褒められる）ことが多いと感じている一方で、なかなか自分のよさを認めにくく、

自尊感情の低い傾向があるということである。 

人間にとって人とかかわりたいという欲求や実際に人とうまくかかわること等の

社会性に関係することは、人と人とが直接関わり合う中で育つといわれる。子供たち

は、学校という集団の中で多くの成功体験を積み重ねながら達成感や充実感を味わい、

人から認められることを実感したり、誰かの役に立っているという感覚を味わったり

しながら、集団の一員としての自覚や誇りをもつ。東松山市の子供たちが、自身の弱

みを克服するための一助となる極めて有意義な経験であり、自尊感情を高めるために

役立つものである。 

今後、技術の進歩に伴う AI の台頭や仮想現実の社会が到来するであろう。学校現 

場では、文部科学省が示す「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策」の取組が

加速し、同時に GIGA スクール構想による ICT 環境の整備が急速に進むことになる。 

しかし、教育の不易（学校教育の役割・目的：①学力保障 ②人格の陶冶 ③社会

性の涵養）は、変わることはなく、また、知徳体を一体で育む「日本型学校教育」の

根幹が崩れることもないと考える。これらは「生きる力」の原点だからである。 

 

（４）「生きる力」を育む教育の実現 

 本市の教育振興基本計画に掲げる「人と地域がつながり、豊かな自然がはぐくむ‟

学びのまち”東松山」の基本理念として、本市の未来を担う子供たちが、自らの力で、

また他者との関係を深めながら人生を切り拓き、幸福な生涯を実現することがある。 

これは、予測困難な社会に主体的に関わり、よりよい社会と幸福な人生の作り手と

なる力を身に付けられるようにするという、まさに、本市の学校教育が長年育成を目

指してきた「生きる力」に他ならない。 

子供たちの「生きる力」を育むためには、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力

等」「学びに向かう人間性等」を３つの柱としてバランスよく育まなければならず、各

学校が、如何に「主体的・対話的で深い学び」を実現していくかが成否の鍵を握る。 

 学校規模の適正化を考えていく上で、「生きる力」の育成は、欠くことのできない要

素である。 

 

（５）東松山市が目指す「まち」の姿 

学校の適正規模は、東松山市が掲げるまちづくりの指針としての「第五次東松山市

総合計画後期基本計画」を踏まえ、進めていく必要がある。 

①２つのまちづくりの計画 

本市では、まちの将来像を掲げ、その実現に向けた取組方針を体系的に整理し、土

地利用や道路等、個別の都市計画の基礎となる「東松山市都市計画マスタープラン」
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（平成３１年４月）を策定した。ここでは、これからの東松山市におけるまちづくり

の方向性を示している。 

また、今後の人口減少を見据え、医療・福祉・商業等、日常生活に必要な施設や居

住の維持・誘導の方針を定める新たなまちづくり計画として、「東松山市立地適正化

計画」を策定している。（平成３１年４月）「立地適正化」とは、将来の人口減少や高

齢化等を見据え、生活に必要な各種施設や住宅（立地）を適正な方向（生活に必要な

施設が徒歩や公共交通で移動できる範囲にまとまって存在し、それらのサービスを身

近で受けられるまちの姿）へ緩やかに誘導していくことを意味している。 

②これからのまちづくり 

東松山市立地適正化計画では、様々な都市機能（医療・福祉・子育て支援・商業・

教育文化等の都市の生活を支える機能）や住居がまとまって立地し、住民が徒歩や公

共交通により各種施設を利用することができる「コンパクトシティ・プラス・ネット

ワーク」のまちづくりを推進するとしている。 

特に人口誘導に関しては、「居住誘導区域の設定の基本方針」として、市街化区域内

の人口・都市機能の集積や公共交通を将来にわたり維持するとともに、市街化調整区

域の開発需要や定住人口を長期的な視点で緩やかに市街化区域内へ誘導していくた

めに、住宅地としての土地利用が想定されている４つのエリア（松山、高坂、高坂丘

陵、沢口町・殿山町）に居住誘導区域を設定するとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域を設定する 

４つのエリア 

(東松山市立地適正化計画） 
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２ 学校適正規模等に係る法令上の規定・指針等 

（１）学校適正規模についての法令上の規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学級編制についての標準及び基準 

学校の種類 学級編制の区分 １学級の児童生徒数 

小学校 

 

 

 

 

同学年の児童で編制する学級 ４０人 

（第１学年の場合３５人） 

２つの学年の児童で編制する学級 

 （複式学級） 

１６人 

（第１学年を含む場合８人） 

特別支援学級 ８人 

中学校 

 

 

同学年の生徒で編制する学級 ４０人 

２つの学年の生徒で編制する学級 

 （複式学級） 

８人 

特別支援学級 ８人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育法施行規則 

 第４１条 小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。 

  ただし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 

 第４２条 小学校の分校の学級数は、特別の事情のある場合を除き、５学級以下

とし、前条の学級数に算入しないものとする。 

 第７９条 第４１条から第４９条まで、第５０条第２項、第５４条から第６８条

までの規定は、中学校に準用する。この場合において、第４２条中「５学級」

とあるのは「２学級」と、（中略）読み替えるものとする。 
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（３）通学距離・通学時間に関する国の指針 

 ①通学距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②通学時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国では、公立小・中学校の通学距離について、小学校でおおむね４㎞以内、中学 

校ではおおむね６㎞以内という基準を、公立小・中学校の施設費の国庫負担対象と 

なる学校統合の条件として定めていることから、通学条件を通学距離によって捉え 

ることが一般的となっています。 

（中略） 

 その上で、各市町村においては、通学路の安全確保の状況や地理的な条件に加え、 

徒歩による通学なのか、一部の児童生徒について自転車通学を認めたり、スクール 

バスを導入したりするのか等も考慮の上、児童生徒の実態や地域の実情を踏まえ 

た適切な通学距離の基準を設定することが望まれます。 

「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き（平成２７年文部科学省）」 

 総合的に勘案した場合、適切な交通手段が確保でき、かつ遠距離通学や長時間通 

学によるデメリットを一定程度解消できる見通しが立つということを前提として、 

通学時間について、「おおむね１時間以内」を一応の目安とした上で、各市町村に 

おいて、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１時間以内に設定する 

ことの適否も含めた判断を行うことが適当であると考えられます。 

「公立小・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き（平成２７年文部科学省）」 
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Ⅵ 本市における学校適正規模の基準（基本方針） 

 東松山市の教育理念、国・埼玉県・東松山市が目指す児童生徒像、児童生徒数の将

来推計、学校施設の配置状況、そして「子ども達にとって望ましい学習環境を考える

アンケート」等に基づき、「東松山市教育振興基本計画」に掲げる、基本理念「人と地

域がつながり、豊かな自然がはぐくむ“学びのまち”東松山」を実現していくのに適

した学校規模・学校配置を以下のとおり定める。 

 

１ 学校適正規模の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 学校適正規模の基準（特別支援学級を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）多様な人間関係を育むための学習集団を構成できる規模であること 

   ※複式学級にならない人数 

〈注〉複式学級：２つの学年を１学級として１人の教師が受けもつ。１つ 

の学級内で「直接」あるいは「間接」に指導を受けなが 

ら教育活動を行う。 

（２）一定の教員数が確保でき、経験年数、専門性、男女比等、バランスのとれた 

教職員集団を確保できる規模であること 

（３）専門の免許をもった教員が指導できる規模であること 

（４）徒歩や自転車での通学距離が、法令の定めるところに当てはまる規模である 

こと  

 ※小中一貫教育特認校制度利用の場合を除く 

（１）小学校の基準 １２学級から１８学級 

（２）中学校の基準  ９学級から１８学級 

※アンケート調査では、回答者の約７５％が、最も望ましい学級数につい 

て、小学校で１学年あたり２学級～３学級、中学校では１学年あたり４～

６学級と回答している。しかし、本市における生徒数の将来推計等を考慮

すれば、中学校の基準は、９学級以上（１学年あたり３学級）に設定する

ことが現実的である。 
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３ 通学距離・通学時間の基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）小学校の通学距離  おおむね ４㎞以内 

（２）中学校の通学距離  おおむね ６㎞以内 

（３）通学時間      おおむね １時間以内 

（４）配慮事項 

基準とする通学距離・時間を超える場合は、通学路や通学区域の変更、及び

スクールバスの利用等の通学手段の検討を行い、児童生徒の心身への負担の軽

減を図る必要がある。 
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Ⅶ 学校適正規模の推進方策と配慮事項 

１ 学校適正規模の推進方策 

（１）学校の統合・再編 

 学校の統合・再編は、原則として対象となる学校の規模、及び創立時からの経過年

数に関わらず、対等な関係の統合とすることが望ましい。また、統合・再編の組み合

わせ、学校の位置、学校施設の状況等により、適正規模の基準を満たしている学校も

統合・再編の対象とすることが考えられる。一方で、学校の統合・再編を行っても総

学級数や教職員数に継続した増加が見込めないことがあり、長期的な視野に立つこと

が必要である。 

また、既存の学校を統合・再編校として継続して使用する場合は、校舎の老朽化に

伴う対応、及び備品等の整備を随時進めていく必要がある。 

 

（２）通学区域の見直し 

 通学区域の見直しにあたっては、児童生徒の日々の生活（登校・授業・部活動等の

活動・下校）において、通学路の安全、通学に要する時間や部活動の時間、下校後の

放課後児童クラブ、家庭での学習時間等児童生徒の日々の生活への配慮が極めて大切

である。同時に、隣接する学校の児童生徒数、学校と地域との関係等に配慮する必要

がある。 

また学校は、「地域と子供、地域と学校とのより望ましい関わり合いにより、子供を

育む環境」であり、行政区や社会教育活動といった地域での活動も考慮した通学区域

の見直しが求められる。 

 通学区域の見直しによる対応は、一時的な対応であり、学校規模の縮小・拡大に対

する根本的な解決にはならない。東松山市全体の将来推計を見据え、本市全体の再編

計画を策定し、その実現に向けた計画的な取組が必要である。 

 

（３）特認校制度（学校選択制） 

 特認校制度は、対象校の教育活動や特色に共感する児童・生徒・保護者が入学を希

望することを前提として、一定の条件のもとで市内全域から入学を認める制度である。 

 実施にあたっては、特色ある教育活動、通学方法、学校の教育活動や地域の活動へ

の協力等の配慮が必要である。また、受け入れる学校の体制づくり、特色ある教育活

動を如何に打ち出し広報していくか等、綿密な計画が必要になる。 

小規模特認校制度は小規模校の根本的な課題解決にはならないため、施策の実施に

あたっては十分な検討が必要である。 

なお、部活動による特認校の設定は、学校間格差を助長する等の、新たな課題を生

み出す可能性があることから、実施は望ましくない。  
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（４）小中一貫教育 

 学校の統合・再編を検討する場合は、施設一体型の小中一貫教育の義務教育学校と

しての新設を検討することが考えられる。義務教育学校とは、学校教育法の改正（平

成２８年４月１日施行）により新たに定められ、小学校から中学校までの義務教育を

一貫して行う学校である。９年間を通じた教育課程を編成し、特色ある教育活動を展

開することができる。 

 本市では、現在、桜山小学校と白山中学校が施設分離型の小中一貫教育校として特

性を生かした教育活動を行っている。今後、学校の再編計画に沿って、小中一貫教育

を拡大していくことも検討すべき内容である。 

 

２ 学校規模の適正化に伴う配慮事項 

学校規模の適正化を進めるにあたっては、次の点に配慮する必要がある。 

（１）地域と学校との関係 

 学校は地域の歴史や文化と深いかかわりをもっているので、学校の統合・再編等に 

あたっては、地域の人々の学校に対する様々な思いや感情に十分な配慮がなされなけ 

ればならないことは言うまでもない。すなわち、学校適正規模の基準を形式的に適用 

するのではなく、対象校の保護者や地域住民と、統合・再編の必要性や実施方法等に 

ついて十分に話し合い相互理解を図ることは最も重要なことである。 

統合・再編の際には、統合・再編に伴う児童生徒の心のケア、通学の安全確保、実 

施の時期等、多くの課題があり、それら一つ一つを保護者や地域住民とともに解決し

ていくことが大切である。 

 学校は、地域の拠点としてコミュニティを支える役割も担っている。統合・再編後 

の学校には保護者や地域住民に支えられ、地域における存在意義を確立し、地域活性 

化の核になることが求められる。そのためには、地域と学校との関係については運営 

協議会制度等を効果的に活用し、地域コミュニティ機能を新たに創造していく必要が 

ある。 

 

（２）安全・安心な学校づくり 

 通学区域の変更や学校の統合・再編により、児童生徒の登下校に要する距離が延び、 

時間がかかることになる場合がある。交通事故や不審者による犯罪が、子供たちの安 

全・安心に影響を与えることも懸念される。地域住民や関係機関と十分に連携し、通 

学路の安全確保を行うとともに、子供たち一人一人が「自分の身は自分で守る」とい 

う意識を高めることも必要である。場合によっては、スクールバスでの送迎を行う等 

の対応を検討する必要がある。またその際は、児童生徒の運動不足や教育活動の時間 

の確保等、対象となる児童生徒の心身のケアについての配慮も必要となる。 
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（３）学校運営協議会制度の活用 

 学校の統合・再編等により新たな学校づくりがなされると、これまでの学校がもっ

ていた地域の拠点としての特徴や魅力が変化することも考えられる。学校の役割を再

確認し、地域とともに特色ある教育活動を積極的に進め、学校の魅力をより高めてい

く必要がある。 

本市においては、令和元年度より全ての学校で学校運営協議会制度（コミュニティ・

スクール）を導入している。本制度には、学校と地域が協働して魅力ある学校づくり

進めていくことが期待されているものである。 
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Ⅷ 本市における学校適正規模の具体的な進め方 

１ 学校適正規模を進める上での基本的な視点 

（１）時間の視点   

学校や地域により状況が異なるが、学校規模の状況や児童生徒数の将来推計に応じ

て、早急な対応の必要な学校と時間をかけて検討を重ねる必要のある学校がある。将

来的な児童生徒数、及び学級数の推計を踏まえ、東松山市における学校の将来像を見

据えて進める必要がある。 

具体的には、短期（２年以内）・中期（３～１０年）・長期（１０～２０年）のステ

ージに分けて検討対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）優先順位の視点 

優先して検討を進める学校を、小規模校では複式学級のある学校、単級になること 

が見込まれる学校、大規模校では教室が不足する学校等を、短期的な取組の中で検討

対象とする。 

 なお、複式学級を有する１～５学級の小学校は、早急な検討が望まれる。 

 

２ 学校の小規模化への対応 

少子化の影響により児童生徒数が減少している学校が多い。 

令和２年度現在、小学校においては、本市で定める学校適正規模（１２学級から 

◆短期的な取組（２年以内）◆ 

 「東松山市立小・中学校適正規模に関する基本的な方針」に定められた諸

基準を満たすことができず、教育環境に課題がある学校を検討対象とする。 

◆中期的な取組（今後３～１０年程度）◆ 

 今後１０年以内に「東松山市立小・中学校適正規模に関する基本的な方針」

に定められた諸基準を満たすことができなくなる可能性があり、教育環境に

課題が生じると予想される学校を検討対象とする。 

◆長期的な取組（今後１１年以降）◆ 

 将来的に教育環境に課題が生じると予想される学校を検討対象とする。 

※児童生徒の増加や減少により、「東松山市立小・中学校適正規模に関

する基本的な方針」に定められた諸基準を満たす学校規模になるこ

とが想定される学校は除く。 
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１８学級）を下回る学校は１校であるが、令和7年には２校になることが予想される。

そのうち１校は複式学級の編制が見込まれる。複式学級は、教員に特別な指導技術が

求められ、実験・観察等、長時間の直接指導が必要となる活動に制約が生じることが

ある。 

中学校においては、本市で定める適正規模を満たさない小規模の学校は１校である。

今後当該校は、５～６学級を継続することが予想される。この状態では、教員数の問

題から、専門性を有する教員の配置がかなわず、また、部活動の指導においても支障

をきたすことになる。 

学校の極端な小規模化は、児童生徒への影響、学校運営上の課題が大きく、小規模

化を活かした魅力ある教育活動を実施する上でも限界があるため、速やかに学校規模

の適正化に向けた具体的な検討を進めることが必要である。 

 

３ 学校の大規模化への対応 

都市開発の影響により、本市で定める学校適正規模（小学校：１２学級から１８学 

級 中学校：９学級から１８学級）を超える大規模の学校は小学校１校である。今後、

当該学校からの進学に伴う増加が予想される中学校が１校ある。 

本市においては、平成７年以降、人口は９万人台を維持してきているが将来的には

徐々に減少する見込みである。（国勢調査による）また、本市の人口維持を支えている

高坂駅東口周辺や美原町でも、いずれは増加が緩やかになることが見込まれている。 

このため、小中学校では、将来的には児童生徒数は減少することが見込まれるため、

新たな学校の建設は実施せず、既存施設により対応することが望ましい。 

しかしながら、学校適正規模を著しく逸脱している場合、教員が児童生徒一人一人

の個性を把握してきめ細かい指導を行うこと、少人数指導を行うための教室を確保す

ることが難しいこと、校外学習において見学内容が制限されること等の弊害が生じる

事態も想定される。 

その場合は、近隣学校の児童生徒数や学級の動向を勘案しながら、通学区域の見直 

しを検討する必要がある。 

 

４ 東松山市立小・中学校再編計画の策定 

これまで述べてきたとおり、本市においても将来的に児童生徒数の減少が見込まれ

る。こうした中で、学校適正規模を満たさない学校が出る毎に対症療法的な対応を進

めるのでは、児童生徒、保護者、地域住民の、教育や子育てに対する不安を募らせる

ことになる。 

今後、本「基本的な方針」に基づき、児童生徒の将来推計、東松山市の都市計画マ

スタープラン、東松山市立地適正化計画等を踏まえ、早急に東松山市における小中学

校の将来像を見据えて「東松山市立小・中学校再編計画」を示す必要がある。 
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５ 学校規模適正化の流れ 

【第１段階：情報収集・情報共有の段階】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２段階：学校適正規模を満たすための方策決定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３段階：学校適正規模を満たすための方策実施】 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

   

 

 

 

 

 

諮問・答申 

東松山市教育委員会                    

東松山市立小・中学校適正規模審議会  

子ども達にとって望ましい学習環境を考えるアンケート 

（教員・保護者・地域住民）    

東松山市立小・中学校適正規模に関する基本的な方針策定 

 

東松山市立小・中学校再編計画策定 

●全ての学校区における状況を

調査し、学校規模を満たすこ

とができない、できなくなる

可能性がある学校の把握。 

●教育上の課題を把握し共有す

る。 

●東松山市立小・中学校適正規模審議会によ

り審議を継続しながら、学校の適正規模を

維持するための方策を協議する。 

●東松山市教育委員会は、東松山市立小・中

学校適正規模審議会からの答申を踏まえ、

学校の適正規模を維持するための方策を決

定する。 

●東松山市教育委員会は、決定内容に基づき

必要な審議会を設置する。 

説明 

情報提供 

短期・中期的に「東松山市立小・中学校適正規模に関する基本的

な方針」に定められた諸基準を満たさない学校 
左記以外の学校 

●学校毎に継続的

に課題を共有す

る。 

 ・学校運営協議会 

 ・PTA 会議  等 

●東松山市教育委

員会は、学校運営

協議会、あるいは

保護者や地域住

民等の要望に応

じて、必要な調査

等を行う。 

●東松山市教育委員会は、必

要に応じて準備組織を設

置し、学校、保護者、地域

住民、及び行政の関係部局

と協働しながら方策を実

施する。 

行政部局 

東松山市教育委員会 

準備委員会 

保護者・地域住民等 

東松山市教育委員会 

保護者・地域住民等 

協働 

東松山市小・中学校適正規模審議会 

通学区域審議会  等 
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     設問１ 小学校の学級数（学校規模）について （６） 

     設問２ 小学校の学級人数について      （７） 

     設問３ 中学校の学級数（学校規模）について （８） 

     設問４ 中学校の学級人数について      （９） 

     設問５ 児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応について （１０） 

     設問６ 通学距離について （１１） 

    傾向分析（総合） （１２） 

 

 

目次 



 

（１）アンケート実施の経緯 

東松山市教育委員会では、今後、少子化が更に進むことが予想される

中、義務教育の機会均等や水準の維持・向上の観点を踏まえ、学校規模

の適正化や学校の小規模化に伴う諸問題への対応が将来に渡って継続

的に検討していかなければならない重要な課題であると捉えておりま

す。 

令和元年度より「東松山市立小・中学校適正規模審議会」を設置して、

地域の実情に応じた最適な学校教育の在り方や学校規模を主体的に検

討し、令和２年度に「東松山市立小・中学校の適正規模の基本的な方針」

策定を行います。この方針は、大規模校や小規模校に特化することなく、

東松山市立小中学校の全体を見通した学校規模の適正化の方針として

策定するものであります。今回のアンケートは、市民・保護者・教員か

ら広く意見をいただき、方針策定にあたり参考・基礎資料とするため、

実施いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の現状と将来推計について 

《児童・生徒数について》 

最も多かったのは昭和６１年度で、１０，７８１人。その後、しばらく横ばいが続

き、平成５年度の１０，７４２人以降は、減少に転じている。令和元年度（本年度）

は６，５８３人（５月１日現在）である。 

《学級数について》 

最も多かったのは、平成５・６年度で両年とも小・中学校を合わせて３３３学級。

現在の学級数は２５３学級である。最も多かった年から、８０学級減少し、約７５％

の学級数となっている。 

※児童・生徒数とのずれが生じていることは、１学級の人数の変更によるもの。 

《将来推計について》 

市街地整備等の影響から児童・生徒数が増加する地域があるものの、市全体として

は、さらに少子化が進むことが予測される。 

１ 「子ども達にとって望ましい学習環境を考えるアンケート」の概要について 

１ 



（２）アンケート実施の目的 

令和２年度に策定を予定している「東松山市立小・中学校の適正規模

の基本的な方針」で、東松山市として、適正な規模となる学校の基準を

示してまいります。この度のアンケートの実施は、市民・保護者・教員

を対象に「子ども達にとって望ましい学習環境を考える」観点から実施

し、児童生徒の教育条件と学校の役割・機能についての意見を把握する

ことを目的として実施いたしました。 

 

（３）アンケートの概要 

 法令により標準・適正とされる小・中学校の「１学年あたりの学級数

（学校規模）」※１「１学級あたりの学級人数」※２、「通学距離」※３、

また、「児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応について」と「自

由意見」と、７つの項目を柱とした設問で構成し、市民・保護者・教員

に対して、アンケート実施の目的である児童生徒の教育条件と学校の

役割・機能についての意見を問いました。 

 

※１ 学校教育法施行規則 

※２ 公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律    

   小学校設置基準（文部科学省令） 

   中学校設置基準（文部科学省令） 

※３ 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令 

 

（１）対象者について 

① 市民・・・ ２，０００名（無作為抽出） 

② 児童・生徒保護者 ・・・ 市内小学校：２年生の保護者  ７２８名 

５年生の保護者  ７６８名 

             市内中学校：２年生の保護者  ７３３名 

③ 教員・・・ 市内小・中学校に勤務する教員（県費負担教諭）３６９名 

 

 

 

 

 

 

 

２ アンケートの実施方法等について 

アンケート対象別目的 

① 市 民  地域における学校の役割・機能等、幅広く様々な意見をいただくた 

めに実施 

② 保護者  就学する児童・生徒の保護者として、子ども達の望ましい学習環境へ 

の意見をいただくために実施 

③ 教 員  児童・生徒に対しての指導や学級運営等、学校現場としての意見を 

       いただくために実施 

～それぞれの傾向分析を行うため、上記の３者の対象者を選定～ 

 

２ 



（２）アンケートの実施方法について 

【市民】 

  基 準 日  令和元年１１月１日 

実 施 期 間  令和元年１１月８日～２９日 

対 象 者  市民 

調査票方式  無記名式 

実 施 方 法  住民基本台帳から無作為抽出により対象者 

２，０００名を決定しました。 

 対象者には、返信用封筒を同封し、郵送にてアン

ケートを配付し、返信をいただく方式をとりました。 

 期限１週間前にリマインドはがきを対象者全員に

発送し、回答のお礼及び回答の促しとなるよう対応

しました。 

回収数（率）  967 枚（約 48％） 参考：配付枚数 2,000 枚 

【保護者】 

  基 準 日  令和元年１１月１日 

実 施 期 間  令和元年１１月８日～２９日 

対 象 者  市内小学校 ２年生・５年生の保護者全員 

 市内中学校 ２年生の保護者全員 

調査票方式  無記名式 

実 施 方 法  対象学年に在籍する児童・生徒の保護者に対し、

学校を通じて配付を行った。 

 担任教諭から児童・生徒経由にてアンケート用紙

を配付し、実施期間終了日までに回収を行い教育委

員会への提出を各学校に依頼し実施をしました。 

 また、当該アンケートの回答は世帯で１枚を基本

とし、兄弟姉妹等の関係から、同一世帯が複数対象

となった場合は、最年長となる児童・生徒の分を回

答することとした。同じく市民対象のアンケ―トも

重複した場合は、保護者アンケートを優先するもの

とし、重複回答への配慮を行った。 

回収数（率）  1,778 枚（約 80％） 参考：配付枚数 2,229 枚 

 兄弟姉妹は最長年児童・生徒分で回答 

３ 



【教員】 

  基 準 日  令和元年１１月１日 

実 施 期 間  令和元年１１月８日～２９日 

対 象 者  市内小・中学校 全教員（県費負担教諭） 

調査票方式  無記名式 

実 施 方 法  対象教員に対して、各学校長からアンケートを配

付の上、実施期間終了日までの提出を依頼し、実施

した。病休等、やむを得ない事情がある者は対象者

から外した。 

回収数（率）   369 枚（100％） 

 

（３）アンケート内容について 

① 設問について 

 設問１ 小学校の学級数（学校規模）について 

      ・１学年あたりの学級数 

      ・ 上記を選んだ理由 

設問２ 小学校の学級人数について 

      ・１学級あたりの人数 

      ・ 上記を選んだ理由 

 設問３ 中学校の学級数（学校規模）について 

      ・１学年あたりの学級数 

      ・ 上記を選んだ理由 

設問４ 中学校の学級人数について 

      ・１学級あたりの人数 

      ・ 上記を選んだ理由 

設問５ 児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応について 

 

設問６ 通学距離について 

      ・ 小学校の通学距離 

      ・ 中学校の通学距離 

設問７ ご意見について（自由記述） 

 

 

４ 



‣年齢構成 ‣お住まいの地区
人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

16 1.7 373 38.6

64 6.6 34 3.5

122 12.6 113 11.7

141 14.6 153 15.8

148 15.3 115 11.9

201 20.8 64 6.6

261 27.0 93 9.6

14 1.4 22 2.3

967 100.0 967 100.0

‣お子様の学年 ‣在籍学級の人数
人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

566 31.8 7 0.4

608 34.2 0 0

565 31.8 658 37.0

39 2.2 1,005 56.5

1,778 100.0 108 6.1

1,778 100.0

‣お子様の通学距離
人数
（人）

割合
（％）

484 27.2

778 43.8

296 16.6

106 6

41 2.3

23 1.3

50 2.8

1,778 100.0

‣役職 ‣担任している学級の児童・生徒数
人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

30 8.1 36 15.7

193 52.3 7 3.0

38 10.3 64 27.8

108 29.3 123 53.5

369 100.0 230 100.0

5

無回答

　■市民アンケート基本情報について

年齢

１８・１９歳

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代以上

計

地区

松山地区

大岡地区

唐子地区

高坂地区

野本地区

高坂丘陵地区

平野地区

計

無回答 無回答

計

通学距離

１㎞未満

１㎞～２㎞未満

２㎞～３㎞未満

３㎞～４㎞未満

４㎞～５㎞未満

５㎞以上

　■保護者アンケート基本情報について

小学２年生

小学５年生

中学２年生

学年等

計

在籍数

１０人未満

１０～２０人

２１～３０人

無回答

無回答 ３１～４０人

計

　■教員アンケート基本情報について

役職

管理職

担任

担任外

計

特別支援学級等担任

在籍数

１０人未満

１０～２０人

２１～３０人

３１～４０人

計

Ⅲ アンケート集計結果および傾向分析について



7 0.7 9 0.5 3 0.8

イ　１学年あたり２学級 165 17.1 303 17.0 77 20.9

ウ　１学年あたり３学級 632 65.4 1,142 64.2 234 63.4

111 11.5 169 9.5 37 10.0

オ　１学年あたり５学級以上 37 3.8 35 2.0 1 0.3

15 1.5 120 6.8 17 4.6

計 967 100.0 1,778 100.0 369 100.0

【選択肢】

　　　　 　　　（単位：人）

市民 保護者 教員 ３者計 割合
（％）

258 445 71 774 14.3

131 199 45 375 6.9

674 1,105 262 2,041 37.6

206 397 100 703 13.0

161 331 74 566 10.4

73 129 45 247 4.6

226 344 50 620 11.4

28 57 13 98 1.8

1,757 3,007 660 5,424 100.0

6

エ　１学年あたり４学級

無回答

市民 保護者

（１）小学校の学級数は、法令※では１学年あたり２～３学級（１学校あたり１２～１８
　　学級）を標準としていますが、あなたが最も望ましいと考える学級数について、次の
　　ア～オから１つ選び、○で囲んでください。

計

エ　社会性や協調性を身につけることができる

オ　学校行事で、児童一人ひとりの個別の活動機会を設定しやすい

カ　学校施設や教具等が利用しやすい

キ　運動会や学習発表会等の学校行事が盛り上がる

　　　　　　（単位左：人　右：％）

（２）（１）の回答を選んだ理由について、次のア～クから２つまで選び、○で囲んでくだ
　　　さい。

ア　児童間の人間関係が深まりやすく、他の学年との交流が生まれやすい

イ　競争意識が生まれやすく、切磋琢磨し合える環境である

ウ　クラス替えにより人間関係に変化を持たせることができ、友達もたくさんできる

集計結果

ア　１学年あたり１学級

１番多い回答 ２番目に多い回答 ３番目に多い回答

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

ク　その他

集計結果

教員

キ

ク

設問 １ 小学校の学級数（学校規模）について

傾向（小学校：学級数）

１学年あたりの学級数は、３者とも「ウ １学年あたり３学級」が６割以上を占めており、

理由としては、「ウ クラス替えにより人間関係に変化を持たせることができ、友達もたくさ

んできる」が最も多く、次いで「ア 児童間の人間関係が深まりやすく、他学年との交流が生

まれやすい」となった。

※学校教育法施行規則



7 0.7 10 0.6 0 0.0

イ　１学級あたり１１から２０人 133 13.8 182 10.2 48 13.0

ウ　１学級あたり２１から３０人 684 70.7 1,307 73.5 293 79.4

エ　１学級あたり３１から４０人 134 13.9 164 9.2 12 3.3

9 0.9 115 6.5 16 4.3

計 958 100.0 1,778 100.0 369 100.0

【選択肢】

　　　　 　　　（単位：人）

市民 保護者 教員 ３者計
割合

（％）

620 1,255 290 2,165 40.5

181 211 23 415 7.8

320 432 96 848 15.9

306 420 104 830 15.5

234 456 112 802 15.0

62 125 34 221 4.1

25 30 8 63 1.2

1,748 2,929 667 5,344 100.0

7

無回答

計

　　　　　　（単位左：人　右：％）

集計結果 市民 保護者 教員

ア　１学級あたり１０人以下

（１）　小学校の児童数は、法令※では１学級４０人（１年生は３５人）を基準としていま
　　　すが、あなたが最も望ましいと考える学級人数について、次のア～エから１つ選び、
　　　○で囲んでください。

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

キ　その他

（２）（１）の回答を選んだ理由について、次のア～キから２つまで選び、○で囲んでくだ

集計結果

ア

ア　教員の目が届きやすく、きめ細かな指導が行いやすい

イ　競争意識が生まれやすく、切磋琢磨し合える環境である

ウ　社会性や協調性を身につけることができる

エ　クラス内の人間関係に変化が持てる

オ　学校行事で、児童一人ひとりの個別の活動機会を設定しやすい

カ　学校施設や教具等が利用しやすい

設問 ２ 小学校の学級人数について

※公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

小学校設置基準（文部科学省令）

傾向（小学校：学級人数）

１学級の人数は、３者とも「ウ １学級あたり２１人から３０人」が、７割以上を占めてお

り、その理由としては、「ア 教員の目が届きやすく、きめ細かな指導が行いやすい」が一番

多く、二番目の理由としては、市民が「ウ 社会性や協調性を身につけることができる」と

なった。



4 0.4 9 0.5 1 0.3

イ　１学年あたり２～３学級 207 21.4 275 15.5 66 17.9

ウ　１学年あたり４～６学級 697 72.1 1,324 74.5 282 76.4

エ　１学年あたり７学級以上 41 4.2 45 2.5 5 1.3

18 1.9 125 7.0 15 4.1

計 967 100.0 1,778 100.0 369 100.0

【選択肢】

　　　　 　　　（単位：人）

市民 保護者 教員 ３者計
割合

（％）

215 321 61 597 11.0

217 341 98 656 12.1

532 907 219 1,658 30.6

227 402 93 722 13.3

133 209 48 390 7.2

33 58 11 102 1.9

267 505 99 871 16.1

114 230 36 380 7.0

15 23 8 46 0.8

1,753 2,996 673 5,422 100.0

8

無回答

（１） 中学校の学級数は、法令では１学年あたり４～６学級（１学校あたり１２～
　　　１８学級）標準としていますが、あなたが最も望ましいと考える学級数について、次
　　　のア～エから１つ選び、○で囲んでください。

計

ア　１学年あたり１学級

（２）（１）の回答を選んだ理由について、次のア～クから２つまで選び、○で囲んでくだ
　　　さい。

ア　生徒間の人間関係が深まりやすく、他の学年との交流が生まれやすい

イ　競争意識が生まれやすく、切磋琢磨し合える環境である

ウ　クラス替えにより人間関係に変化を持たせることができ、友達もたくさんできる

エ　社会性や協調性を身につけることができる

　　　　　　（単位左：人　右：％）

集計結果 市民 保護者 教員

集計結果

ア

イ

ウ

エ

オ

オ　学校行事で、生徒一人ひとりの個別の活動機会を設定しやすい

カ　学校施設や教具等が利用しやすい

キ　体育祭や文化祭等の学校行事が盛り上がる

ケ　その他

ク　部活動が活発に行える

カ

キ

ク

ケ

設問 ３ 中学校の学級数（学校規模）について

傾向（中学校：学級数）

１学年あたりの学級数は、３者とも「ウ １学年あたり４～６学級」が７割以上を占めてお

り、理由としては、「ウ クラス替えにより人間関係に変化を持たせることができ、友達もた

くさんできる」が一番多く、二番目としては、「キ 体育祭や文化祭等の学校行事が盛り上が

る」となった。

※学校教育法施行規則



52 5.4 50 2.8 8 2.2

イ　１学級あたり２１から３０人 487 50.4 861 48.4 249 67.5

ウ　１学級あたり３１から４０人 405 41.9 729 41.0 96 26.0

エ　１学級あたり４１人以上 11 1.1 11 0.6 0 0.0

12 1.2 127 7.2 16 4.3

計 967 100.0 1778 100.0 369 100.0

【選択肢】

　　　　 　　　（単位：人）

市民 保護者 教員 ３者計
割合

（％）

519 1,055 257 1,831 34.7

277 370 50 697 13.2

351 519 114 984 18.6

329 491 103 923 17.5

175 351 104 630 11.9

42 86 31 159 3.0

25 24 4 53 1.0

1,718 2,896 663 5,277 100.0

9

無回答

計

集計結果 市民 保護者 教員

ア　１学級あたり２０人以下

（２）（１）の回答を選んだ理由について、次のア～キから２つまで選び、○で囲んでくだ
　　　さい。

（１）中学校の生徒数は、法令※では１学級４０人を基準としていますが、あなたが最も望
　　ましいと考える学級人数について、次のア～エから１つ選び、○で囲んでください。

　　　　　　（単位左：人　右：％）

キ　その他

集計結果

ア

イ

ウ

ア　教員の目が届きやすく、きめ細かな指導が行いやすい

イ　競争意識が生まれやすく、切磋琢磨し合える環境である

ウ　社会性や協調性を身につけることができる

エ　クラス内の人間関係に変化が持てる

オ　学校行事で、生徒一人ひとりの個別の活動機会を設定しやすい

カ　学校施設や教具等が利用しやすい

エ

オ

カ

キ

設問 ４ 中学校の学級人数について

傾向（中学校：学級人数）

１学級の人数は、３者とも「イ １学級あたり２１から３０人」が、５割程度を占めて

おり、その理由としては、「ア 教員の目が届きやすく、きめ細かな指導が行いやすい」

が一番多く、二番目の理由としては、「ウ 社会性や協調性を身につけることができる」

となった。

※中学校設置基準（文部科学省令）

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律



【選択肢】

　　　　 　　　（単位：人）

市民 保護者 教員 ３者計
割合

（％）

539 947 238 1,724 36.7

429 647 218 1,294 27.6

178 280 61 519 11.1

356 654 71 1,081 23.0

20 45 10 75 1.6

1,522 2,573 598 4,693 100.0

10

計

ウ　児童・生徒数が基準に達しない場合は複式学級※１で対応する

エ　特認校制度※２　などの学校選択制を導入する

オ　その他

（１） 少子化社会の到来に伴い、今後、児童・生徒数の減少が見込まれる中、望ましい学
      習環境を確保するための対応として、あなたが望ましいと考えるものについて、次
      のア～オ　からあてはまるものをすべて選び、○で囲んでください。

ア　学校区（通学区域）を変更する

ウ

エ

オ

※1　複数の学年を１つにした学級。法令では、小学校の場合、他の学年と合わせて１６人までの時に１学級を
     編制（ただし、１年生を含む時は８人）とすること。
　　 例）　複式学級　［１年生 (４人)　２年生 (３人)　］［４年生 (７人)　５年生 (８人)］

※2　施設に余裕のある学校を「特認校」として指定し、その特認校には通学区域に関係なく、希望により就学
     できる制度。

集計結果

ア

イ

イ　近隣学校と統廃合する（複数の学校を一つにまとめる）

設問 ５ 児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応について

傾向（減少が見込まれる中での対応）

児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応については、「ア 学校区（通学区域）

を変更する」が一番多く、二番目として「イ 近隣学校と統廃合する（複数の学校を一

つにまとめる）」また、三番目としては「エ 特認校制度などの学校選択制を導入す

る」となった。

自由記述を鑑みても、市内に偏りがない学習環境を望む声が多かった。



ア　２．０㎞未満 240 24.8 601 33.8 1 0.3

イ　２．０㎞以上～２．５㎞未満 263 27.2 404 22.7 66 17.9

ウ　２．５㎞以上～３．０㎞未満 238 24.6 339 19.1 282 76.4

エ　３．０㎞以上～３．５㎞未満 126 13.0 180 10.1 5 1.4

オ　３．５㎞以上～４．０㎞未満 79 8.2 128 7.2 5 1.4

カ　４．０㎞以上 7 0.7 12 0.7 5 1.4

14 1.5 114 6.4 5 1.2

計 967 100.0 1,778 100.0 369 100.0

ア　３．０㎞未満 160 16.5 418 23.5 33 8.9

イ　３．０㎞以上～４．０㎞未満 277 28.6 475 26.7 83 22.5

ウ　４．０㎞以上～５．０㎞未満 286 29.6 411 23.1 111 30.1

エ　５．０㎞以上～６．０㎞未満 197 20.4 314 17.7 116 31.4

オ　６．０㎞以上 29 3.0 33 1.9 11 3

18 1.9 127 7.1 15 4.1

計 967 100.0 1,778 100.0 369 100.0

11

無回答

　　　　　　（単位左：人　右：％）

無回答

（２） 中学校の通学距離は、法令※では、概ね６㎞以内としていますが、徒歩又は自転車
      で通学する場合、どの距離までが通学可能と考えるか、次のア～オから１つ選び、
      ○で囲んでください。

　　　　　　（単位左：人　右：％）

集計結果 市民 保護者 教員

市民 保護者 教員

（１） 小学校の通学距離は、法令※では概ね４㎞以内としていますが、徒歩で通学する場
　　　合、どの距離までが通学可能と考えるか、次のア～カから１つ選び、○で囲んでくだ
　　　さい。

集計結果

設問 ６ 通学距離について

傾向（通学路）

通学路としては、小学校及び中学校ともに、保護者は短めの通学距離を選択し、教員

は保護者・市民より長めの距離を選択する傾向にあった。また、自由記述において、ス

クールバスへの希望が多かった。

※義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令

※義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令



12

傾向分析（総合）

【学級数（学校規模）・学級人数について】
〇小・中学校ともに、１学年の学級数としては、法令どおりを希望する意見が多かった

が、学級の人数としては法令より少ない人数を希望する傾向にあった。小・中学校で

は、教科等の知識や技能を習得するだけではなく、一定規模の学校規模を保ち、児童

生徒が集団の中で多様な考えに触れることで、人間関係の醸成を図り、社会性や協調

性を身に着けることが大切であると考えられる方が多く、このような結果に至ったと

考える。

〇中学校においては、小学校以上に、学校運営において一定数の学校規模を望む意見が

多い。生徒が行事や部活動を通して、友達との人間関係を深め学校生活を、より充実

した魅力あるものにしたいという願いであると、鑑みることができる。

〇小・中学校ともに、クラス替えができることが、重要なポイントとなっている。この

ことは、特に教員側からの意見によると、「学年担当の教員数」が大きく影響してい

る。小学校では１学年あたり単学級であると学年担当の教員が１人であることから、

他学級との教材研究等ができない状況である。１学年あたり３学級あれば、教材研究

も深まり授業の質が向上する。担任間での相談により創意工夫により、ダイナミック

な教育活動を展開できる。また、「人間関係が固定化せず、社会性の育成が図れる」、

との意見から「１学年あたり３学級」という回答数が６割以上となったと考える。

〇学級人数においては、子ども達に目が行き届く、きめ細かい指導を望む声が多かった。

また、教員からは、現在、個別対応する児童・生徒も多くなってきている状況を踏ま

え、法令より少ない人数の回答数が多くなったと思われる。

【児童・生徒数の減少が見込まれる中での対応について】
〇「学校区（通学区域）の変更」、「近隣学校と統廃合する」が多く選ばれたが、

このことについては、設問１（１）及び設問３（１）の学級数（学校規模）に関す

る回答で、一定の学校規模を望む声が多かったことと、クラス替えができることが

重要なポイントであったこと、市内公平な学習環境を求める意見があったことなど

が反映され、このような結果に至ったと考える。

【通学距離について】
〇通学距離については、３者すべて法令より、短い距離を選択している。また、各設

問の記述欄及び自由記述欄においても、スクールバス導入について言及する意見も

多かった。このことは、児童が減少し通学班を編成することが、困難になっている

個所もあること、社会情勢により不審者の目撃情報が増えていることや、交通事故

等への懸念などが大きく影響していると考える。



○東松山市立小・中学校適正規模審議会条例 

 

 

（設置） 

第１条 東松山市立小・中学校の適正規模等について必要な調査審議を行うため、東松山

市立小・中学校適正規模審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、東松山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、

東松山市立小・中学校の適正規模に関することその他の教育委員会が必要と認める事項

について調査審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 学校教育関係者 

(3) 小学校又は中学校に在籍する者の保護者 

(4) 市内各種団体を代表する者 

(5) 公募による市民 

(6) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の３分の２以上の同意をもって決するものとする。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴

き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、教育委員会が別に定

める。 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


